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ているのも事実である。こうした情報は全く
比較できない情報なのだろうか。筆者は環境
会計の開示情報を少しでも有効な情報に再加
工し構築し直す必要があると考えている。
　本稿の研究目的は、実際の「環境報告書」
をもとに定性的・定量的分析を通じて読者に
分かり易い環境会計の情報を提起することに
ある。これまで本誌『紀要』では、鉄鋼業、
総合電機、非鉄金属の３業種について環境会
計の情報について検討を続けてきた。今回は
総合建設業を対象にした。なぜこの業種なの
₁．序　論
　環境会計の情報はどのくらい比較可能なの
だろうか。これまで環境会計の情報開示のあ
り方についてはいくつかの問題点が指摘され
ている１）。例えば、集計範囲（boundary）が
不明瞭で比較可能性が得られないとか、情報
の信頼性で第三者意見や審査の有無による保
証の問題等である。しかし、すでに各企業は
「環境報告書」や「CSR報告書」という名称
で環境会計の情報開示を数年にわたり実施し
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わが国の環境会計情報の分析（4）総合建設会社
Analysis of Environmental Accounting Information of Japan
(4) General Contractors
吉　田　雄　司
YOSHIDA, Yuji
 The environmental accounting information of the five general contractors of Japan 
(Kajima, Shimizu, Obayashi, Taisei and Takenaka) was reviewed qualitatively and 
quantitatively. For the qualitative characteristics, it was found that for environmental 
conservation costs, only expenses were calculated and that the investment amount was 
relatively small. This is because in the construction industry there are no plants as assets 
and expenses for environmental measures are calculated at each construction site. It was 
also found that specific contents of research and development expenses for the 
environment could be referred to “Research and Development Activities” in ‘Financial 
Reports’ rather than ‘CSR Reports.’ For quantitative characteristics, a company spends 
about ¥22 billion on average for environmental conservation costs (expenses). 
Environmental conservation costs (expenses) accounted for 1.56% of the net sales of the 
average of five companies and environmental conservation costs accounted for 1.59% of 
operating expenses. It was discovered that in particular, environmental research and 
development expenses accounted for 24.4% of research and development expenses, which 
is much more significant than other industries.
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まりこのURLが分かれば情報の所在を容易に
特定化できることになる。もしこのURLが不
明なら読者は相当煩雑な手間を被ることにな
るだろう。今後各社とも情報検索の手法を統
一する必要がある。
　次に２．対象期間は、財務会計期間と同様
１年間である。竹中工務店は、暦歴の１月か
ら12月を期間として開示している。比較可能
性の面からみて他4社が４月から翌年３月末
であることで３カ月間のズレはあるがあまり
問題にはならない。
　さて３．集計範囲（boundary）は、環境
会計情報の問題点として最大の壁になってい
る項目である。今回の総合建設会社では単体
の情報開示は、鹿島建設と竹中工務店であっ
た。他３社は記載の通り本社とグループ会社
を集計範囲にしている。単体といっても定量
データだけや共同企業体を含める場合もあり
集計範囲は明らかに統一されていないことが
分かる。ただ集計範囲が各社不統一であって
も個別の企業は毎年同様の集計範囲で算定し
ていることが多い。範囲の変更があればその
内容を「注記事項」として掲載することが必
要である。
　４．集計方法（参考ガイドライン）は、環
境会計の情報を作成するのに参考にした指針
書である。環境省の『環境会計ガイドライン
2005年版』と『環境報告ガイドライン2007年
版』は他業種の企業でも参考にしている。し
かしこの建設業では『建設業における環境会
計ガイドライン2002年版』も使用している。
このガイドラインは、社団法人日本建設業団
体連合会と社団法人日本土木工業協会、そし
て社団法人建築業協会の建設業3団体が合同
協議のうえ作成したものである２）。
か、それはこれらの企業は土木建築工事や公
共施設の建造・解体、廃棄物処理等、環境へ
の影響が多大であると考えられるからである。
また、この産業には原子力発電所の解体作業
等に携わる企業もある。
　研究対象は、「大手ゼネコン」と称される鹿
島建設、清水建設、大林組、大成建設、竹中
工務店の５社である。各社の「環境報告書」
は以下の通りである。鹿島建設『CSR報告書
2009』、清水建設『CSR報告書第16号2010年
データ』、大林組『CSR報告書2010』・大林組
『CSR報告書2010』別冊［環境データ集］、大
成建設『CSR企業の社会的責任2010』、竹中
工務店『竹中esレポート2011年環境・社会貢
献活動』である。過去の情報はバックナンバー
を 使 用 し た。 ま た 財 務 情 報 に つ い て は
EDINETから『有価証券報告書』および各社
の会社情報を参照した。
₂．総合建設業の環境会計定性分析
2.1　環境会計の基本情報の比較
　総合建設会社５社の環境会計の基本情報は
どのような状況なのか。（図表１）は各社『CSR
報告書』を比較したものである。1．報告書
の名称は、竹中工務店以外は「CSR」という
アルファベットを用いている。「CSR」とは
Corporate Social Responsibilityの頭文字で「企
業の社会的責任」を示唆している。環境問題
だけでなく社会的存在として企業の説明責任
をこれら報告書の中に内包していることが分
かる。
　この項目には、ネット上のアドレスURL
（Uniform Resource Locator）「統一資源位置
指定子」を明記しておいた。これは各社ホー
ムページから即座に環境会計の情報開示場所
が検索可能なように掲載したものである。つ
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（図表１）各社『CSR報告書』における環境会計情報の基本事項の比較
項 目 鹿島建設 清水建設 大林組 大成建設 竹中工務店
1. 報告書名称
鹿 島 建 設『CSR報
告書2009』
http://www.ecosear 
ch.jp/pdfdata/300_ 
02009.pdf
清水建設『CSR報告
書第16号201 0年
データ』
http://www.shimz.co. 
jp/csr/environment/
report/pdf/data_2010.
pdf
⑴ 大 林 組『CSR報
告書2010』
http://www.obayashi.
co.jp/uploads/File/csr 
2010.pdf
⑵大林組『CSR報告
書2010』
［別冊［環境データ集］
http://www.obayashi.
co.jp/uploads/File/env 
2010.pdf
大成建設『CSR企業
の社会的責任2010』
http://www.taisei.co.jp/ 
about_us/csr/kankyou/ 
env_data/kaikei.html
竹中工務店『竹中es
レポート2011環境・
社会貢献活動』
http://www.takenaka.
co.jp/enviro/data/k03.
pdf
2. 対象期間
2008年４月１日～
2009年３月31日
2009年４月１日～
2010年３月31日
2009年４月１日～
2010年３月31日
2009年４月１日～
2010年３月31日
2009年４月１日～
2010年３月31日
2010年１月１日～
2010年12月31日
3. 集計範囲
　（boundary)
原則として鹿島建
設株式会社単体の
国内外全部門を対
象。定量的データ
は鹿島建設株式会
社単体の国内のみ
を集計。
清水建設株式会社、
国内建設事業。
株 式 会 社 大 林 組
（ 一 部 グ ループ 会
社の取り組みにつ
いても掲載）。
株 式 会 社 大 林 組
（ 一 部 グ ループ 会
社の取り組みにつ
いても掲載）。
1.大成建設（本社・支
店）の各オフィス
2.当社単独工事（新
築、増改築、改修、
解体）および当社
が代表者の共同
企業体工事（た
だし国外は除く）
3.CO2データは当社
の持ち分工事（た
だし国外は除く）。
株式会社竹中工務
店単体、当社が幹
事会社でない共同
企業体JV工事分を
含める。
4. 集計方法（参考
　ガイドライン）
環境省『環境報告
ガ イ ド ラ イ ン 』
2007年版
環境省『環境会計
ガイドライン2005
年版』、『建設業にお
ける環境会計ガイ
ドライン2002年版』
（建設３団体１））
環境省『環境会計
ガイドライン2005
年版』、『GRIサステ
ナビリティレポー
ト ガ イ ド ラ イ ン
2006』
『建設業における環
境会計ガイドライ
ン2002年版』（建設
３団体）、環境省『環
境会計ガイドライ
ン2005年版』
環境省『環境会計
ガイドライン2005
年度版』、『建設業
における環境会計
ガイドライン2002
年 版 』（ 建 設３団
体）
『建設業における
環境会計ガイドラ
イン2002年版』（建
設３団体）
5. 第三者審査又は
　評価
第三者意見：株式
会社レスポンスア
ビリティ
無し
第三者意見として
高崎大学経済学部
教授の意見記載。
無し 無し 無し
6. 環境会計の記述
環境会計の説明文。
環境保全コストが
減少した理由を記
載。（約110文字）
1.2009年度環境保全
コスト
2.環境保全効果（環
境会計ガイドライ
ン2005年版本表②）
3.環境保全に伴う経
済効果（環境会
計ガイドライン
2005年版本表③）
4.環境会計要約情報
の直近３期間の推
移表（環境会計ガ
イドライン2005年
版付属明細書④）
5.環境経営指標
6.グループ企業の環
境保全コスト。（A4
版５頁）
環境会計の抜粋を
グラフのみ記載。
環境会計算出基準
（各環境保全コス
ト算出のガイドラ
インを列挙、公害
防止コストと地球
環 境 保 全 コ ス ト、
資源循環コストの
説明。（約250文字）
環 境 保 全 コ ス ト、
環境保全効果、環
境保全効果に伴う
経済効果、みなし
効果、環境経営指
標の推移について
の図表がある。見
なし効果について
の説明文（約70文
字）。他は説明文
無し。
1.企業活動に伴う
環境負荷削減の
ためのコストと
経済効果。
2.建物に係わる環
境保全コストと
環境保全対応に
よ る 社 会 効 果　
基本事項として
集計範囲、対象
期間、期間帰属
（設計人件費も含
めて工事完成基
準に従う）、金額
の単位、集計方
法 を 記 載。（ 約
200文字）
7. 環境会計の図表
1.環境保全コスト
2.判断指標
　（合計２表）
1.環境保全コスト
の費用額
2.環 境 関 連 投 資・
成果
3.国内建設完成工
事高
4.環 境 保 全 効 果、
環境保全効果に
伴う経済効果
5.環境会計要約情
報の直近３期間
の推移表
6.環境経営指標
7.グ ループ 企 業 の
環境保全コスの
費用額
8.同環境関連投資
（合計８表）
1.環境保全コスト
棒グラフ抜粋
2.環境効率性指標
グラフの抜粋
　（合計２表）
1.環境保全コスト
2.環境効率性指標
3.環境保全効果産
出原単位
4.環境保全効果
5.経済効果
　（合計５表）
1.環境保全効果
2.環境保全効果=物
量効果
3.環境保全対策に
伴う経済効果
4.環境経営指標の
推移として環境
関連研究開発コ
スト比率
5.環境負荷率
6.環境効率のグラ
フ（合計６表）
上記1．
1.環境保全コスト
2.経済効果
上記2．
1.環境保全コスト
2.社会的効果
3.環境負荷削減寄
与量
　（合計５表）
注１）建設業３団体とは、㈳日本建設業団体連合会、㈳日本土木工業協会、㈳建築業協会。
（出所）鹿島建設『CSR報告書2009』、清水建設『CSR報告書第16号2010年データ』、大林組『CSR報告書2010』・別冊[環境データ集]、大成
建設『2009年度CSR企業の社会的責任』、竹中工務店『2010年環境・社会貢献活動』をもとに作成。
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　５．第三者審査又は評価は、環境会計情報
の信頼性の確保についてである。残念ながら
第三者意見が付されているのは鹿島建設と大
林組の２社である。ただし、環境会計の情報
についての第三者意見や審査ではないためそ
の信頼性の問題は未解決のままである。他３
社はそうした意見なり審査すら見当たらない
状態であった。各社の開示内容がかなり詳細
で充実したものである故、可能な限り第三者
意見や審査等の保証業務を実施すべきではな
いだろうか。
　６．環境会計の記述については、環境会計
の構成要素についてどのような内容を説明し
ているかを見た項目である。内容は環境保全
コスト、環境保全効果（物量効果）、経済効
果であるが、物量効果の環境保全効果はマテ
リアルフローの情報として扱う場合がある。
例えば、鹿島建設や竹中工務店である。つま
り環境会計の構成要素は、使用単位が金額で
のデータは会計領域だが、物量単位の情報は
マテリアルフロー領域として開示する棲み分
けがある。
　そして７．の環境会計の図表は、どの程度
の図やグラフ、表などを掲載しているか算出
したものである。通常は環境会計の３要素か
ら環境保全コスト、環境保全効果（物量効果）、
経済効果の３図表グラフが基準である。しか
し、多くは環境保全コストを中心に完成工事
高や環境経営指標等も開示していることが分
かる。こうした開示方法をみるとやはり比較
可能性の問題が障壁になってくる。最低限で
も環境会計の３要素は開示する方が他社との
比較は容易になるはずである。また毎年継続
した図表グラフの開示を各社とも実施すべき
だ。
　ここまでは各社環境会計の基本情報がどの
ように開示されているかを比較検討してみた。
次に環境会計の本体である環境保全コストに
ついてその内容を検討してみよう。
2.2　環境保全コストの内容
　環境保全コストは、投資と費用に分類され
るがこの総合建設会社ではそうした区分はほ
とんど行われていないことが分かった。つま
り環境保全コスト＝環境費用という認識で開
示する。もし環境投資がある場合は脚注に掲
載される扱いとなっている。例えば、清水建
設がそれである。筆者はこの「環境投資」不
在について当社広報室へ問い合わせたところ
以下のような回答を得ることができた。
　「建設業では固定の工場が無く、各工事
に必要な環境対策が行われ、環境対策費も
各工事の会計で処理されている。このため
基本的には投資ではなく費用としてのみ算
定している。全社的な投資としてはオフィ
ス設備の省エネ更新や環境情報システムの
整備費等があるが、金額的には１～数億程
度であり、あえて投資として示すほどのも
のではないと判断する。」３）
　つまり建設業では固定資産としての生産工
場はなく工事現場等での環境費用が大部分を
占めるということで、環境投資での金額はほ
とんど算定されないことになる。
　そうした建設業界の特徴を念頭に（図表₂）
を見てみよう。これは各社の環境保全コスト
＝環境費用について具体的内容を列挙したも
のである。ここではⅠ．事業エリア内コスト
とⅣ．研究開発費について注視してみる。
　先ずⅠ．事業エリア内コストでは公害防止、
地球環境保全、資源循環の区分がある。その
内訳をみると公害防止では、各社とも作業場
で生じる公害防止対策費用があげられる。地
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ようなものがあるかこの表からは不明瞭であ
る。そこで補足情報として各社『有価証券報
告書』の「研究開発」活動の項目を参照する
ことにした。（図表₃）は各社の過去５年間
における研究開発費の内容を経年推移でまと
めた表である。
　この図表によると、例えば鹿島建設は環境・
球環境保全では温暖化防止や生態系保存の費
用やフロンガス、ハロンガスの適正処理費が、
また資源循環は資源の有効利用の他、作業所
の廃棄物処理やアスベスト、PCBの回収費用
などがある。
　次にⅣ．研究開発コストは、環境関連の研
究開発費であることは分かるが具体的にどの
（図表₂）環環境保全コスト（環境費用）の内容
環境保全コスト 鹿島建設 清水建設１） 大林組 大成建設 竹中工務店
Ⅰ．事業エリア
　　内コスト
公害防止
・公害防止活動に関
するコスト、有害物
質の管理に関するコ
スト
・作業上での公害防
止対策費
・公害防止コスト
・作業所における仮
設工事の内大気汚染、
水質汚濁、振動等を
防止するコスト
・水質汚濁、騒音、
振動等主に作業所で
の公害防止対策コス
ト
地球環境保全
・温暖化防止に関す
るコスト、生態系保
全に関するコスト
・フロン、ハロンガ
スの適正処理
・地球環境保全コス
ト
・フロン・ハロンの
回収費、グリーン電
力購入費
・温暖化防止、生態
系保全など地球環境
保全のためのコスト
資源循環
・資源循環、有効利
用に関するコスト
・建設副産物の適正
処理対策費
・資源循環コスト
・作業所等における
廃棄物処理費、再資
源化コスト、アスベ
ストおよびPCB回収
処理費
・廃棄物の削減、適
正処理等資源循環を
推進するためのコス
ト
Ⅱ．上下流コスト
・環境配慮設計コス
ト
・環境配慮設計のた
めに投資したコスト
・環境配慮設計コス
ト
・設計、エンジニア
リングにおける環境
配慮のための人件費
と経費
無し
Ⅲ．環境管理コスト
・環境マネジメント、
環境教育
・ISO14001の継続
維持費、環境保全対
策費、近隣周辺地盤
沈下等計測監視、現
場周辺環境保全対策
費、環境教育、講演
等参加、環境フェア、
環境保全の発表会
・EMS運用コスト、
情報開示、環境広告
コスト、監視測定コ
スト、環境教育コス
ト、現場周辺美化コ
スト、環境関連部門
コスト
・EMSに関わる人件
費、教育費、審査費、
作業所周辺の緑化、
地域協力他
・環境マネジメント
システムの整備、運
用、従業員教育のコ
スト
Ⅳ．研究開発コスト
・環境開発、環境事
業コスト
・環境に関わる研究
開発、環境保全技術
研究
・環境関連研究開発
コスト
・環境関連の研究開
発のための人件費、
経費
・環境保全、環境浄
化、環境監視測定に
関する技術開発等の
コスト
Ⅴ．社会活動コスト
・現場の周辺美化、
清掃など、広報、寄
付等
・NGO、環境関連
団体への協賛、地域
での環境教育協力費
・環境関連団体への
寄付支援コスト
・環境NGO等への
寄付金
・社会的な環境改善
活動、関連団体への
寄付、協賛金などの
コスト
Ⅵ．その他環境損傷コスト
・環境損傷対策コス
ト
・自然修復のための
コスト、環境保全の
賠償費
・自然修復のための
コスト、環境損傷対
応引当金、保険料コ
スト
当社所有の販売物件
の土壌調査、浄化費
用、地盤沈下・道路・
近隣補修費等
・土壌汚染、自然破
壊などの修復、環境
関連の和解、補償の
コスト
注１）清水建設は環境関連投資として本支店社屋設備投資として省エネ設備と中水道設備投資を、またソフトウェア投資として環境関連ソ
フト投資をあげている。
（出所）鹿島建設『CSR報告書2009』、清水建設『CSR報告書第16号2010年　データ』、大林組『CSR報告書2010』別冊［環境データ集］、大成
建設『CSR企業の社会的責任2010』、竹中工務店『2011年環境・社会貢献活動』より作成。
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（図表₃）環境に関する主な研究開発費の経年推移
社 名 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月
鹿島建設
環境・設備技術
①廃棄物資源化・リサ
イクル関連：生ゴミ
からメタンガス抽出
の実用化。
②土壌地下水汚染浄化：
地下水モニタリング
システムの開発。
③地球環境分野：温熱
環 境 シ ミュレーショ
ンと評価指標の開発。
環境・設備技術
①廃棄物質資源化・リ
サイクル：再生骨材
コンクリートの認定
取得。
②廃棄物処分場関連：
被膜架構技術の共同
開発。
③ヒートアイランド関
連：温熱環境・風環
境の定量的評価シス
テム開発。
環境・設備技術
①廃棄物質資源化・リ
サイクル：セメント
微粉末の有効活用の
開発。
②ヒートアイランド：
消費電力約３割削減
可能なコンクリート
開発。
環境・設備技術
①バイオ燃料：バイオ
ディーゼル燃料実証
試験の成功。
②土壌浄化：新原位置
浄化技術の確立。
③微生物燃料電池の開
発。
環境・設備技術
①二酸化炭素削減対策：
二酸化炭素削減提案
支援グループの設置。
②ヒートアイランド：
屋上床に敷設する軽
量保水性ポーラスコ
ンクリートの開発。
③土壌浄化技術：原位
置浄化工法のゼロエ
ミッション化。
清水建設
環境関連技術
①アルメニア共和国の
温室効果ガス削減プ
ロジェクト国連登録
完了。
②使用水量を半分以下
に抑える超節水トイ
レユニットシステム
の開発・実用化。
環境関連技術
① 建 設 業 界 最 大 規 模、
クリーン度世界最高
水準の総合クリーン
ルーム研究施設完成。
②大気中アスベスト濃
度を迅速に測定可能
な携行型計測器開発
実用化。
環境関連技術
①循環型社会向け新建
築コンセプト「アダ
プタビル」実現の３
要素技術の開発。
② 次 世 代 ユ ビ キ タ ス
パーソナル空調技術
の開発。
環境関連技術
①ダイオキシン専用の
土壌洗浄プラント建
設。
②吹き付けアスベスト
劣化度定量の新測定。
③ゴミの出ないビル次
世代エネルギーシス
テム開発。
④バイカル湖でメタン
ハイドレートのガス
回収実験成功。
環境エネルギー関連
① 都 市 型 マ イ ク ロ グ
リッド実用化。
②新本社に最新環境技
術の開発実用化。
③ビル・バイオマスター
の実証実験に着手。
④ 原 子 炉 解 体 コ ン ク
リートの放射能低減
技術開発。
⑤生態系変化の定量予
測の開発・実用化、他。
大林組
①バイオヒートパイル
工法の共同開発・実
用化：低温環境下で
の微生物分解能力の
維持。
②自然災害リスク診断
システムの開発・実
用 化： 地 震、 台 風、
大雨による建物の危
険性等を定量的に評
価可能。
① アール キュ ービック
土壌洗浄システムの
開発実用化：重金属
汚 染 土 の 洗 浄 水 を
100%循環利用可能な
技術。
②アスベスト対策技術
の開発・実用化：ア
スベストを安全確実
に除去・廃棄可能な
総合処理技術。
①光触媒内装建材「フォ
ト サーノ 」 の 開 発・
実用化：長期間で空
気浄化可能。
②樹脂パイプを使用し
た環境配慮型工法の
開発：産業廃棄物発
生の抑制可能、他。
① アール キュ ービック
MINI土壌洗浄システ
ムの開発：従来の小
型・ユニット化。
②ヒ素不溶化剤の開発。
③省エネ型冷熱源シス
テムの開発・実用化、
他。
①ダム築堤材料新型混
合装置の開発：「大容
量連続ミキサ」の開発。
②建物の揺れを大幅に
低 減 す る スーパーア
クティブ制震「ラピュ
タ2D」開発。
③RC造耐震補強工法の
開発・実用化。
大成建設
環境・エンジニアリン
グ技術
①浄化技術
②都市ヒートアイラン
ド解析評価システム
の開発。
③太陽光採光システム
の共同開発。その他。
環境・エンジニアリン
グ技術
①注水バイオスパージ
ング工法。
②酵素ダイオキシン分
解技術開発。
③海外における海域再
生事業。
④クールウォールシス
テムの開発。
環境・エンジニアリン
グ技術
①ハザード対応医薬品
ク リーン ルーム の 開
発。
②漁業系生ごみからメ
タンガスを回収する
実証プラントの建設
開始。
③二酸化炭素の地中貯
留技術開発。
環境・エンジニアリン
グ技術
①シートによる水草移
植・繁茂。
②太陽光採光システム
の開発（T－ソレイユ
100）。
環境・エンジニアリン
グ技術
①二酸化炭素の地下貯
留の環境影響評価技
術。
②ベンゼンの汚染地下
水浄化技術。
③ 稲 わ ら バ イ オ エ タ
ノール技術。
④地中熱利用技術の展
開。
竹中工務店
①サステナブル建築対
応技術：有害物質を
含 ま な い 建 築 材 料、
氷蓄熱システム等エ
ネルギー技術。
②環境再生・再生可能
エネルギー利用技術：
風力発電タワー施工
合理化技術、都市系
有機廃棄物オンサイ
トエネルギー変換シ
ステムの開発など。
③高度環境制御技術：
バイオクリーンルー
ム、アクティブ磁気
シールドの開発等、他。
①サステナブル建築対
応技術：屋上緑化の
ヒートアイランド評
価・技術対策、木造
耐火技術の開発など。
②環境再生・再生可能
エネルギー利用技術：
廃棄物焼却施設の解
体処理技術の開発な
ど。
③高度環境制御技術：
バイオクリーンルー
ム、次世代免震半導
体工場等、他。
①サステナブル建築対
応技術：ヒートアイ
ランド評価・対策技
術、全蓄熱空調シス
テムの適用、展開推進。
②環境再生・再生可能
エネルギー利用技術：
土壌中PCB・ダイオ
キシン類の無害化処
理技術等。
③高度環境制御技術：
医薬品関連施設等の
バイオクリーンルー
ムの開発、他。
①サステナブル建築対
応技術：放射空調＆
パーソナル気流の開
発、壁面緑化システ
ム、屋上緑化など。
②複合汚染土壌の浄化
技術、アスベスト剥
離 ロ ボット の 開 発、
バイオエタノール変
換技術開発等。
③高度環境制御技術：
超精密環境制御実験
室、ケミカルクリー
ン環境実験室、他。
①サステナブル建築対
応技術：中温エコ空
調システム、膜放射
空調、パーソナル空
調など。
②環境再生・再生可能
エネルギー利用技術：
オンサイト・原位置
土 壌 汚 染 対 策 技 術、
高効率高速ろ過水処
理技術等。
③高度環境制御技術：
超精密環境制御実験
室、ケミカルクリー
ン環境実験室、他。
（出所）鹿島建設株式会社『有価証券報告書　第109期～第113期』、清水建設株式会社『有価証券報告書　第104期～第108期』、株式会社大林
組『有価証券報告書　第102期～第106期』、大成建設株式会社『有価証券報告書　第146期～第150期』、株式会社竹中工務店『有価証
券報告書　第69期～第73期』の「研究開発活動」項目を参照。
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わが国の環境会計情報の分析（4）総合建設会社
設備技術として再生骨材コンクリートやセメ
ント微粉末有効利用等の開発を実施している。
また平成21年からはバイオディーゼル燃料の
実証試験に成功し、翌22年には二酸化炭素削
減提案支援グループの設置やヒートアイラン
ド対策等を研究している。また清水建設は環
境関連技術として総合クリーンルーム研究施
設の完成やダイオキシン専用の土壌洗浄プラ
ント開発研究、原子炉解体コンクリートの放
射能低減技術開発等があることが分かる。他
の大林組、大成建設、竹中工務店も環境関連
の研究開発費が何に支出されてきたかが把握
できる。
　この（図表₃）は「CSR報告書」（環境報
告書）における不足情報は、「有価証券報告書」
の項目から引用することでかなり正確な情報
を入手できることを示している。こうした手
法は、環境情報と財務情報のコラボレーショ
ン効果といえる。ただこうした手法を読み手
がすることはかなりの煩雑さを被ることにな
る。出来れば環境保全コストの情報開示には
こうした研究開発費の具体的内容まで把握で
きるような開示を行うべきであろう。
　ここまでは、環境会計情報の定性的側面に
ついて検討してきた。次に定量的分析からの
考察を進めていく。
₃．総合建設業の環境会計定量分析
3.1　環境保全コストの分類・金額
　先に見たように総合建設会社では環境投資
はほとんど認識されないため環境保全コスト
は環境費用を指すことになる。（図表₄）環
境保全コストの金額と比率を見るとその状況
がよく分かる。環境投資が僅かながら算定さ
れているのは清水建設の約1,000万円と大成
建設の約2,300万円だけである。
　各社の合計金額が最大なのは清水建設の
303億6,700万円、次が大林組の245億8,100万
円、そして鹿島建設の223億6,000万円と続く。
大成建設と竹中工務店はそれぞれ約157億円
と約115億円の支出がある。清水建設は竹中
工務店の約３倍近い環境保全コスト（環境費
用）を支出していることになる。
　また、分類項目で見ると鹿島建設では合計
金額は223億6,000万円で、その内訳は事業エ
リア内コストの資源循環に113億6,000万円
（50.8%）、次いで公害防止に51億6,000万円
（23.1%）、そして研究開発費に36億5,000万円
（16.3%）が費やされている。
（図表₄）環境保全コストの金額と比率	
（単位：百万円、％）
分類項目
鹿島建設 清水建設 大林組 大成建設 竹中工務店（単体）１）
環境
投資
比率
環境
費用
比率
環境
投資
比率
環境
費用
比率
環境
投資
比率
環境
費用
比率
環境
投資
比率
環境
費用
比率
環境
投資
比率
環境
費用
比率
事業
エリ
ア内
活動
公害防止 － － 5,160 23.1%
10 100%
15,774 51.9% － － 5,914 24.1% － － 865 5.5% － － 2,200 19.0%
地球環境
保　　全 － － 90 0.4% 653 2.2% － － 280 1.1% － － 16 0.1% － － 3,100 26.7%
資源循環 － － 11,360 50.8% 10,916 35.9% － － 14,060 57.2% － － 11,156 71.0% － － 3,340 28.8%
上下流コスト － － 680 3.0% 51 0.2% － － 1,464 6.0% － － 837 5.3% － － － －
環 境 管 理 － － 640 2.9% 1,689 5.6% － － 568 2.3% － － 1,060 6.7% － － 1,070 9.2%
研 究 開 発 － － 3,650 16.3% 657 2.2% － － 2,273 9.2% 23 100% 1,753 11.2% － － 1,870 16.1%
社 会 活 動 － － 750 3.4% 339 1.1% － － 12 0.0% － － 4 0.0% － － 10 0.1%
その他環境損傷 － － 30 0.1% 288 0.9% － － 10 0.0% － － 21 0.1% － － 0 0.0%
合  計 － － 22,360 100% 10 100% 30,367 100% － － 24,581 100% 23 100% 15,712 100% － － 11,590 100%
注１）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日。
（出所）鹿島建設『CSR報告書2009』、清水建設『CSR報告書第16号2010年　データ』、大林組『CSR報告書2010』別冊［環境データ集］、大成
建設『CSR企業の社会的責任2010』、竹中工務店『2011年環境・社会貢献活動』より作成。
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　さらに、大林組の比率順位を見ると事業エ
リ ア 内 の 資 源 循 環 に 約140億6,000万 円
（57.2%）、次いで公害防止に約59億1,400万円
（24.1%）そして研究開発費の22億7,300万円
（9.2%）の費用である。他の３社を見ても占
有比率が高いのは、資源循環、公害防止、研
究開発費の３分類項目が顕著である。
　つまり総合建設業では、環境保全コストに
事業エリア内の公害防止と資源循環に総額の
７～８割を支出していることが分かる。そし
て環境関連の研究開発費に約１割の配分を
行っている。
　次にこの環境保全コスト総額の推移を過去
５年間にわたり見たのが（図表₅）である。
この表を見ると平成18年の５社平均値は約
225億円で５年後の平成22年には205億6,500
万円と推移しており５年間の平均値は227億
6,500万円であった。各社５年間の平均値の
最高額は、大林組が288億9,700万円で首位を
占めている。次いで鹿島建設の約275億9,500
万円、清水建設が265億2,200万円と続き、大
成建設が184億6,500万円、竹中工務店が123
億4,400万円である。過去５年間の平均では、
大林組は竹中工務店の約2.4倍の環境保全コ
ストである。
　ではこれら環境保全コストの数値を事業規
模比較の相対比率で見るとどうであろうか。
次節ではその検討に進むこととする。
3.2　環境保全コストと事業規模比較
　ここでは環境保全コストについて事業規模
を考慮した面から検討を行う。（図表₆）は、
環境保全コストと売上高の推移を見たもので
ある。比率は売上高に対する環境保全コスト
の割合を示す。この比率が高いほど環境への
費用支出が高く環境配慮型の事業活動を行っ
ていると推測できる。平成18年から５年間の
環境保全コスト比率の平均は、最高値が鹿島
建設の1.99%である。次いで大林組の1.86%、
清水建設の1.59%と続く。鹿島建設と竹中工
務店の２社は、環境保全コストの集計範囲
（boundary）が単体と予測できるためここで
の売上高も単体個別損益計算書の売上高で算
定した４）。過去５年間の５社の平均比率は
1.56%である。
　ところで、この環境保全コストの集計範囲
を子会社や関連会社、グループ会社等の費用
を合計した場合、それに対応する売上高は連
結売上高になる。（図表₇）は鹿島建設と竹
中工務店の売上高を連結売上高で算定したも
のである。ここから分かる事は、分母の売上
高の金額が多くなるためその比率は減少する
ことである。鹿島建設の場合、個別単体の売
上高では５年間の平均比率は1.99%であった
が連結売上高では1.51%に減少している。同
様に竹中工務店でも個別単体の売上高1.21%
が、連結売上高にすると0.99%まで減少する。
（図表₅）環境保全コストの経年推移	
（単位：百万円）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
鹿 島 建 設 28,220 27,600 32,200 22,360 ―1） 27,595
清 水 建 設 24,775 25,644 23,464 28,349 30,377 26,522
大 林 組 27,458 32,359 31,996 28,093 24,581 28,897
大 成 建 設 20,899 20,035 17,663 18,016 15,712 18,465
竹中工務店 11,150 11,530 13,050 14,400 11,590 12,344
平 均 値 22,500 23,434 23,675 22,244 20,565 22,765
注１）鹿島建設の平成22年（2010）３月は開示されていない。
（出所）各社『CSR報告書』平成18年～平成22年をもとに作成。
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（図表₆）環境保全コストと売上高１）の経年推移	 （単位：百万円、％）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
社名
環境保全
コスト
売上高 比率３）
環境保全
コスト
売上高 比率
環境保全
コスト
売上高 比率
環境保全
コスト
売上高 比率
環境保全
コスト
売上高 比率
環境保全
コスト
売上高 比率
鹿 島 建 設 28,220 1,341,282 2.10% 27,600 1,444,925 1.91% 32,200 1,423,143 2.26% 22,360 1,491,936 1.50% ― 1,244,411 ― 27,595 1,389,139 1.99%
清 水 建 設 24,775 1,499,355 1.65% 25,644 1,654,087 1.55% 23,464 1,685,059 1.39% 28,349 1,887,572 1.50% 30,377 1,589,278 1.91% 26,522 1,663,070 1.59%
大 林 組 27,458 1,476,424 1.86% 32,359 1,567,960 2.06% 31,996 1,691,635 1.89% 28,093 1,682,462 1.67% 24,581 1,341,456 1.83% 28,897 1,551,987 1.86%
大 成 建 設 20,899 1,743,993 1.20% 20,035 1,873,324 1.07% 17,663 1,711,713 1.03% 18,016 1,641,182 1.10% 15,712 1,441,975 1.09% 18,465 1,682,437 1.10%
竹中工務店２） 11,150 1,115,324 1.00% 11,530 1,039,439 1.11% 13,050 1,052,579 1.24% 14,400 983,908 1.46% 11,590 890,675 1.30% 12,344 1,016,385 1.21%
平 均 値 22,500 1,435,276 1.57% 23,434 1,515,947 1.55% 23,675 1,512,826 1.56% 22,244 1,537,412 1.45% 20,565 1,301,559 1.58% 22,765 1,460,604 1.56%
注１）鹿島建設と竹中工務店の環境保全コストの集計範囲は、単体のため両者の売上高は単体の数値で算定している。他３社は連結売上高で算定。
　２）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日である。
　３）比率の算定式は、環境保全コスト÷売上高×100%である。
（出所）各社『CSR報告書』と『有価証券報告書』をもとに作成。
（図表₈）環境保全コストと営業費用１）の経年推移	 （単位：百万円、％）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
社名
環境保全
コスト
営業費用 比率３）
環境保全
コスト
営業費用 比率
環境保全
コスト
営業費用 比率
環境保全
コスト
営業費用 比率
環境保全
コスト
営業費用 比率
環境保全
コスト
営業費用 比率
鹿 島 建 設 28,220 1,283,766 2.20% 27,600 1,393,860 1.98% 32,200 1,418,501 2.27% 22,360 1,482,575 1.51% ― 1,252,387 ― 27,595 1,366,218 2.02%
清 水 建 設 24,775 1,444,911 1.71% 25,644 1,603,242 1.60% 23,464 1,632,809 1.44% 28,349 1,865,244 1.52% 30,377 1,567,155 1.94% 26,522 1,622,672 1.63%
大 林 組 27,458 1,429,766 1.92% 32,359 1,520,422 2.13% 31,996 1,662,968 1.92% 28,093 1,655,099 1.70% 24,581 1,403,990 1.75% 28,897 1,534,449 1.88%
大 成 建 設 20,899 1,688,820 1.24% 20,035 1,815,652 1.10% 17,663 1,662,857 1.06% 18,016 1,641,837 1.10% 15,712 1,406,348 1.12% 18,465 1,643,103 1.12%
竹中工務店２） 11,150 1,093,486 1.02% 11,530 1,027,920 1.12% 13,050 1,039,962 1.25% 14,400 968,126 1.49% 11,590 871,668 1.33% 12,344 1,000,232 1.23%
平 均 値 22,500 1,388,150 1.62% 23,434 1,472,219 1.59% 23,675 1,483,419 1.60% 22,244 1,522,576 1.46% 20,565 1,300,310 1.58% 22,765 1,433,335 1.59%
注１）鹿島建設と竹中工務店の環境保全コストの集計範囲は、単体のため両者の営業費用は単体の数値で算定している。
　２）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日である。
　３）比率の算定式は、環境保全コスト÷営業費用×100%である。
（出所）各社『CSR報告書』と『有価証券報告書』をもとに作成。
（図表₇）環境保全コストと連結売上高１）の経年推移	 （単位：百万円、％）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
社名
環境保全
コスト
連結売上高 比率３）
環境保全
コスト
連結売上高 比率
環境保全
コスト
連結売上高 比率
環境保全
コスト
連結売上高 比率
環境保全
コスト
連結売上高 比率
環境保全
コスト
連結売上高 比率
鹿 島 建 設 28,220 1,770,834 1.59% 27,600 1,891,366 1.46% 32,200 1,894,044 1.70% 22,360 1,948,540 1.15% ― 1,637,362 ― 27,595 1,828,429 1.51%
清 水 建 設 24,775 1,499,355 1.65% 25,644 1,654,087 1.55% 23,464 1,685,059 1.39% 28,349 1,887,572 1.50% 30,377 1,589,278 1.91% 26,522 1,663,070 1.59%
大 林 組 27,458 1,476,424 1.86% 32,359 1,567,960 2.06% 31,996 1,691,635 1.89% 28,093 1,682,462 1.67% 24,581 1,341,456 1.83% 28,897 1,551,987 1.86%
大 成 建 設 20,899 1,743,993 1.20% 20,035 1,873,324 1.07% 17,663 1,711,713 1.03% 18,016 1,641,182 1.10% 15,712 1,441,975 1.09% 18,465 1,682,437 1.10%
竹中工務店２） 11,150 1,422,487 0.78% 11,530 1,308,590 0.88% 13,050 1,297,836 1.01% 14,400 1,175,915 1.22% 11,590 1,055,498 1.10% 12,344 1,252,065 0.99%
平 均 値 22,500 1,582,619 1.42% 23,434 1,659,065 1.41% 23,675 1,656,057 1.43% 22,244 1,667,134 1.33% 20,565 1,413,114 1.46% 22,765 1,595,598 1.43%
注１）鹿島建設と竹中工務店も含め５社すべて売上高を連結売上高で算定した場合の数値である。
　２）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日である。
　３）比率の算定式は、環境保全コスト÷連結売上高×100%である。
（出所）各社『CSR報告書』と『有価証券報告書』をもとに作成。
（図表₉）環境保全コストと連結営業費用１）の経年推移	 （単位：百万円、％）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
社名
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率３）
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率
環境保全
コスト
連結
営業費用
比率
鹿 島 建 設 28,220 1,715,201 1.65% 27,600 1,835,950 1.50% 32,200 1,875,948 1.72% 22,360 1,928,845 1.16% ― 1,644,124 ― 27,595 1,800,014 1.53%
清 水 建 設 24,775 1,444,911 1.71% 25,644 1,603,242 1.60% 23,464 1,632,809 1.44% 28,349 1,865,244 1.52% 30,377 1,567,155 1.94% 26,522 1,622,672 1.63%
大 林 組 27,458 1,429,766 1.92% 32,359 1,520,422 2.13% 31,996 1,662,968 1.92% 28,093 1,655,099 1.70% 24,581 1,403,990 1.75% 28,897 1,534,449 1.88%
大 成 建 設 20,899 1,688,820 1.24% 20,035 1,815,652 1.10% 17,663 1,662,857 1.06% 18,016 1,641,837 1.10% 15,712 1,406,348 1.12% 18,465 1,643,103 1.12%
竹中工務店２） 11,150 1,384,626 0.81% 11,530 1,285,931 0.90% 13,050 1,274,408 1.02% 14,400 1,161,123 1.24% 11,590 1,033,614 1.12% 12,344 1,227,940 1.01%
平 均 値 22,500 1,532,665 1.47% 23,434 1,612,239 1.45% 23,675 1,621,798 1.46% 22,244 1,650,430 1.35% 20,565 1,411,046 1.46% 22,765 1,565,636 1.45%
注１）鹿島建設と竹中工務店の営業費用は連結の数値で算定している。
　２）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日である。
　３）比率の算定式は、環境保全コスト÷連結営業費用×100%である。
（出所）各社『CSR報告書』と『有価証券報告書』をもとに作成。
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用の（図表₉）では1.45%とマイナス0.14%
減少する。このあたりに環境会計情報の比較
可能性の限界があるといえよう。
　さて、環境保全コストの分類で３番目に支
出金額が多いとされる研究開発費について見
ておこう。（図表10）は環境研究開発費の比
率を見たものである。この比率は研究開発費
総額に占める環境研究開発費の割合である。
この数値が高いほど環境関連の研究開発が実
施されていることが推測できる。実際にどの
ような研究開発を実施してきたかは、既述の
（図表₃）「環境に関する主な研究開発費の経
年推移」を再度見て頂きたい。
　（図表10）を見ると５年間の平均最高値は、
鹿 島 建 設 の36.8%で あ り 次 い で 大 林 組 の
28.4%、竹中工務店の24.0%となる。清水建
設が9.5%と最小値を示している。５年間の
５社平均値は24.4%という値は他業種と比較
してどうなのだろうか。ちなみに筆者が検証
した資料では、非鉄金属会社では5.22%、総
合電機会社で4.00%、鉄鋼産業で10.32%の数
値を得ている５）。これらに比較すると総合建
設会社の約24.4%という環境研究開発費率は
かなり高い数値であることが分かる。
５年間の５社平均値の全体比率は1.56%が、
連結の場合は1.43%となり差額0.13%の値が
出てくる。
　同じことが環境保全コストと営業費用の比
率にも当てはまる。この比率は営業費用に占
める環境保全コストの割合を算定したもので、
この値が高いほど営業活動で環境に関する費
用を多く支出していることが予測できる。（図
表₈）では鹿島建設と竹中工務店は単体の営
業費用で算定したものである。他３社は連結
の営業費用を使用している。５年間の平均最
高値は、鹿島建設の2.02%で、次いで大林組
1.88%、清水建設1.63%と続く。５社全体の
５年間の平均は1.59%である。
　ところが、鹿島建設と竹中工務店の営業費
用を連結営業費用にするとどうであろうか。
（図表₉）は、５社すべての営業費用を連結の
数値で算定したものである。この場合、５年
間の最高値は、大林組の1.88%となり２番目
が清水建設1.63%、そして３番目に鹿島建設
の1.53%と続く。つまり分母の連結営業費用
が個別よりも多くなるためこうした変動が生
じることが分かる。確認のため全体の平均値
を見ると個別と連結の混合された（図表₈）
では1.59%であるが、５社すべて連結営業費
（図表10）環境研究開発費と研究開発費総額の経年推移	
（単位：百万円、％）
年月 平成18年（2006）３月 平成19年（2007）３月 平成20年（2008）３月 平成21年（2009）３月 平成22年（2010）３月 ５年平均値
社名
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率３）
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
鹿 島 建 設 3,670 9,500 38.6% 3,390 9,100 37.3% 3,460 9,600 36.0% 3,650 9,900 36.9% ― 10,000 ― 3,543 9,620 36.8%
清 水 建 設 805 7,700 10.5% 773 8,600 9.0% 791 8,500 9.3% 808 7,800 10.4% 657 7,600 8.6% 767 8,040 9.5%
大 林 組 1,625 7,200 22.6% 1,809 6,793 26.6% 2,408 6,947 34.7% 2,153 7,269 29.6% 2,273 8,018 28.3% 2,054 7,245 28.4%
大 成 建 設１） 2,117 9,400 22.5% 2,069 9,100 22.7% 1,964 9,300 21.1% 1,810 9,400 19.3% 1,776 8,100 21.9% 1,947 9,060 21.5%
竹中工務店２） 1,290 6,300 20.5% 1,310 6,800 19.3% 1,930 7,200 26.8% 2,040 7,500 27.2% 1,870 7,300 25.6% 1,688 7,020 24.0%
平 均 値 1,901 8,020 23.7% 1,870 8,079 23.1% 2,111 8,309 25.4% 2,092 8,374 25.0% 1,644 8,204 20.0% 2,000 8,197 24.4%
注１）大成建設の金額には投資と費用の合計金額で表示。
　２）竹中工務店の対象期間は2010年１月１日～12月31日である。
　３）比率の算定式は、環境研究開発費÷研究開発費総額×100%である。
（出所）各社『CSR報告書』と『有価証券報告書』をもとに作成。
　　　　大林組の平成19年（2007）３月～平成22年（2010）３月の研究開発費総額は『Financial Data Book平成19年３月期－平成23年３月期の連結個別過去５年
データ』を参照。
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開示しているということである。具体的金額
をみると、環境保全コスト＝環境費用の比率
は事業エリア内の公害防止と資源循環で全体
の約８割以上を占有し、残りの約１割が環境
に関する研究開発費である。過去５年間の環
境保全コストの支出平均値は大林組が約289
億円で、次いで鹿島建設の約276億円、そし
て清水建設約265億円である。５年間の５社
平均値は約227億円であった。
　更に事業規模との比較で見ると売上高に占
める環境保全コストの比率は、５社の過去５
年間平均値は1.56%である。この数値は鹿島
建設と竹中工務店の２社を個別単体の売上高
で算定したものである。そこで２社も含めた
全社連結売上高で算定すると1.43%であった。
また営業費用との比較で見た環境営業費比率
は、同1.59%であるが連結営業費用で算定す
ると1.45%という値を得た。つまり集計範囲
の相異がこのような数値の差として出てくる
ことが検証できた。
　最後に（図表11）は大成建設の環境会計
情報のフォーマットを提起したものである。
環境会計の３構成要素をもとに情報開示が可
能であることを示しておきたい。こうした
フォーマットを各社ごとに作成すれば他社と
も比較が可能となろう。今後は環境省の「環
境会計ガイドライン」の改定と「有価証券報
告書」の中で環境会計情報の開示を検討すべ
きであろう。
₄．結論
　環境会計の情報はどの程度比較が可能であ
るのか、総合建設会社を事例に定性情報と定
量情報に分けて検証を行った。以下、その結
論をまとめておく。
　先ず、定性情報では比較可能な領域は報告
書の名称である。竹中工務店が「環境・社会
貢献」という用語を使用し、他社は「CSR」
という視点から情報開示を行っている。つま
り環境や社会性を意識した情報開示であるこ
とが推測できる。次に対象期間は竹中工務店
が暦年で算定しているものの、他4社は会計
年度と同様であるため比較は可能といえる。
そして集計方法もほとんど各社とも同様の手
法、即ち「環境会計ガイドライン」や「建設
業における環境会計ガイドライン」を参照に
作成していることから比較の可能性はあると
考えてよい。
　しかし、比較可能性が問題視されるのはや
は り 集 計 範 囲（boundary） の 領 域 で あ る。
鹿島建設と竹中工務店は、単体で集計してい
るのに対し他３社は国内の建設業やグループ
会社等の範囲も含めている。このように集計
範囲が統一されていないことは厳密な情報比
較に支障をきたすといえる。また第三者審査
及び評価では、鹿島建設と大林組で一部に専
門家の意見表明があるものの環境会計の情報
にまでは言及していない。まして他社ではそ
うした第三者審査などはない状態である。こ
うした保証業務の状況では情報の信頼性に疑
念がわくのは当然であろう。
　こうした問題を抱えていることを前提に定
量情報を見ると以下のことが判明してきた。
まず、建設業では固定資産を殆ど保持しない
ため環境投資額は算定されず環境費用だけで
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（図表11）環境会計フォーマット：大成建設
環境会計の構成要素と各分類 単位
H18年（2006）3月 H19年（2007）3月 H20年（2008）3月 H21年（2009）３月 H22年（2010）３月 5年平均値
環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用
?????????
???????
Ⅰ．事業エリ
ア内コスト
公害防止コスト
百万円
－ 1,282 － 1,592 － 1,502 － 646 － 865 － 1,177
地球環境保全コスト － 6 － 3 － 10 － 28 － 16 － 13
資源循環コスト － 14,773 － 14,289 － 12,331 － 13,933 － 11,156 － 13,296
Ⅱ．上・下流コスト － 567 － 630 － 585 － 515 － 837 － 627
Ⅲ．管理活動コスト － 1,200 － 1,100 － 1,041 － 1,097 － 1,060 － 1,100
Ⅳ．研究開発コスト 12 2,105 30 2,039 16 1,948 32 1,778 23 1,753 23 1,925
Ⅴ．社会活動コスト － 16 － 8 － 19 － 6 － 4 － 11
Ⅵ．環境損傷対応コスト － 951 － 373 － 228 － 14 － 21 － 317
合計 12 20,900 30 20,034 16 17,664 32 18,017 23 15,712 23 18,466
????
インプット
電力 百万kWh 211 248 177 151 127 183
軽油 kl 73,149 78,712 78,070 80,758 72,337 76,605
灯油 kl 2,235 1,710 2,111 894 798 1,550
都市ガス 千m3 162 140 124 115 108 130
水 千m3 8,482 8,408 7,329 3,188 2,537 5,989
アウトプット
CO2排出量 千tCO2 278 317 282 281 241 280
SOx排出量 t 1,404 1,516 1,432 1,479 1,325 1,431
NOx排出量 t 544 590 528 546 490 540
建設廃棄物排出量 千t 2,015 1,889 1,763 1,980 1,687 1,867
建設発生土（場外搬出量） 千m3 3,700 3,903 1,975 1,669 1,118 2,473
運用段階の年間CO2
予測削減量（環境配
慮設計による効果）
tCO2 16,825 16,719 22,880 18,070 8,827 16,664
????
実質的効果
収益 廃棄物リサイクル
百万円
133 187 388 － 252 240
費用
節減
エネルギー費節減 69 -8 19 － 127 52
廃棄物処理費節減 -3,038 308 2,066 － 2,061 349
推定的効果 建設廃棄物分別による効果 54 64 51 － 36 51
集計・とりまとめの参考ガイドライン
　『環境会計ガイドライン2005年版』(環境省）、『建設業における環境会計ガイドライン2002年度版』（建設業3団体）。
集計範囲
　1．当社(本社、支社）の各オフィス。
　2．当社の単独工事(新築、増改築、改修、解体）及び当社が代表者の共同企業体工事(ただし国外は除く）。
　3．CO2データは当社の持ち分工事(ただし国外は除く）。
データ収集
　・作業所の詳細データは当社独自のE-DAM(環境データ管理システム）により収集を行う。
サンプリング集計
　・CO2データ収集などの一部のデータはサンプリング集計を実施。
人件費
　・人件費は当社の役職別標準人件費(管理活動コスト）及び、付帯事業に伴う人件費(上・下流コスト）。
(出所）大成建設『CSR報告書』2005年度版～2009年度版の環境会計をもとに作成。
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成22年（2010）６月、ホームページhttp://www.
obayashi .co. jp/uploads/Fi le/env2010 .pdf
（2011/9/12アクセス）
　　　『有価証券報告書総覧　株式会社大林組　平
成22年３月期』、株式会社朝陽会。
鹿島建設『CSR報告書2009』、平成21年（2009）７月、
ホームページhttp://www.ecosearch.jp/pdfdata/ 
300_02009.pdf（2011/9/12アクセス）
　　　『有価証券報告書総覧　鹿島建設株式会社　
平成22年３月期』、株式会社朝陽会。
環境省『環境会計ガイドライン2005年版』平成17年
（2005）２月。
　　　『環境報告ガイドライン－持続可能な社会を
めざして－（2007年版）』平成19年（2007）６月。
　　　平成22年度『企業の環境情報開示の実態に関
する調査業務報告書』平成23年（2011）３月。
　　　『企業の環境情報開示のあり方について～強
固で持続可能な社会に向けた環境情報開示～中
間報告』平成23年（2011）６月。
　　　『23年版　環境白書　循環型社会白書／生物
多様性白書　地球との共生に向けた確かな知
恵・規範・行動』日経印刷、平成23年（2011）
６月。
金融庁EDINET（Electronic Disclosure for Investors' 
NETwork）『金融商品取引法に基づく有価証券
報告書等の開示書類に関する電子開示システ
ム』。ホームページhttp://info.edinet-fsa.go.jp/
（2011/9/12アクセス）
清水建設『CSR報告書第16号2010年　データ』、平
成22年（2010）６月、ホームページhttp://www.
shimz.co. jp/csr/environment/report /pdf/
data_2010.pdf（2011/9/12アクセス）
　　　『有価証券報告書総覧　清水建設株式会社　
平成22年３月期』、株式会社朝陽会。
大成建設『CSR企業の社会的責任2010』、平成22年
（2010）６月、ホームページhttp://www.taisei.
co.jp/about_us/csr/kankyou/env_data/kaikei.
html（2011/9/12アクセス）
　　　『有価証券報告書総覧 大成建設株式会社 平
成22年３月期』、株式会社朝陽会。
竹中工務店『竹中esレポート2011竹中工務店　環境
注）
１）環境報告書の比較可能性を阻害する要因につい
て環境省は、次の４点をあげている。第１に情報
の集計範囲（boundary）が不明瞭な点である。
第２は環境負荷等の算定基準が必ずしも統一され
ていないこと。第３に開示情報の信頼性の問題が
ある。そして第４は環境情報がどのようにどこに
開示されるかという開示場所の特定化である。環
境省 平成22年度『企業の環境情報開示の実態に
関する調査業務報告書』平成23年３月、43－44頁。
２）1996年に環境保全自主行動計画を策定し、地球
温暖化防止、建設廃棄物削減・リサイクル、南洋
材型枠削減、環境マネジメントシステムの普及な
どを課題として取り上げ、環境保全活動に取り組
み環境会計のガイドラインもその一環として設定
した。内容は環境会計システムの概要、環境保全
コスト・効果算定の前提条件、環境保全コスト、
環境保全効果・経済効果、環境会計情報の開示と
環境省の『環境会計ガイドライン2000』に沿った
内容となっている。日本建設業団体連合会『建設
業における環境会計ガイドライン2002年版』。
３）これは鹿島建設広報室CSRグループの回答内容
で筆者がメールで質問をし得たものである。
４）本文（図表１）参照。鹿島建設と竹中工務店は
その集計範囲は単体で集計と明記してある。
５）筆者の研究資料として以下を参照のこと。吉田
雄司「わが国の環境会計情報の分析（3）非鉄金
属会社」『埼玉学園大学紀要』経営学部篇、第10号、
平成22年12月、137－148頁。　　　「わが国の環
境会計情報の分析（2）総合電機会社」『埼玉学園
大学紀要』経営学部篇、第９号、平成21年12月、
125－137頁。　　　「わが国の環境会計情報の分
析（1）鉄鋼会社」『埼玉学園大学紀要』経営学部
篇、第８号、平成20年12月、115－128頁。
（引用資料、参考文献）
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ホームページhttp://www.obayashi.co.jp/uploads/
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